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なされたといえる。義務標準法の一部改正 (200l.3.3l法 22)で、国の「標準j の意味を国庫負担
額の算定基礎としてのみ限定し、都道府県が「基準jを設定する際、「標準jに全額負担で定数を継
ぎ足せるほか (3条2項)、定数内での短時間勤務職員(地公法 28条の 5、1項)や非常勤講師の

























































































































福島県矢祭町議会は、 2001年 10丹に「いかなる市町村とも合併しないj という宣言を採択した
??






村の行政組織を 6諜 1室 1局を 3課に大幅に縮小する。そして教育行政については、教育長が非常
勤化される (28)。さらにいえば、もはや学校の設霞・管理は「自治体Jの存立要件ではなくなりつつ
























































(6) 2003年度で 30道府県、 2004年度で 42道府県が実施している。 2005年度には石川県と佐賀県で
実施が予定されており、未実施は東京都、岐阜県、香川県の3都県のみとなる。
(7) もっとも 2004 年度には、 36 都道府県が「総額裁量制J を活用しなかった。『朝日新聞~ 2004年
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